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ブルーカーボン・オフセット制度の試行結果について 

~新たな CO2吸収源としてのブルーカーボンの活用推進に向けて~ 
 
このたび、ジャパンブルーエコノミー技術研究組合（JBE）1では、国土交通省港湾局と連

携し、「地球温暖化防止に貢献するブルーカーボンの役割に関する検討会」におけるブルー
カーボン活用に関する検討を踏まえ、カーボン・オフセット制度の試行を実施し、今般、「J
ブルークレジット」を発行しました。今回のクレジットは、沿岸域の藻場、浅場などの沿岸
生態系が吸収した CO2であるブルーカーボンを対象としました。クレジット発行に際して
は、JBEが運営事務局となり、第三者機関として外部委員らにより構成される審査認証委員
会を設け、公平性・中立性を保つ形で、クレジットを審査、認証しました（図１）。 
 
今回、横浜市漁業協同組合、特定非営利活動法人海辺つくり研究会、金沢八景－東京湾ア

マモ場再生会議の三者が実施した「多様な主体が連携した横浜港における藻場づくり活動」
が、「Jブルークレジット」として認証されました（図 2）。 
 
一方、この「Jブルークレジット」を活用してカーボン・オフセットを実施したのは住友

商事株式会社、東京ガス株式会社、株式会社セブン‐イレブン・ジャパン（申込順）の三者
です。 
 

JBE は、国土交通省港湾局をはじめとし、産官学民様々な主体と連携しながら、ブルーカ
ーボン等に関する研究開発と実証実験を推進しています。今回の「Jブルークレジット」に
かかる一連の手続きは、JBE による同クレジット（https://www.blueeconomy.jp/credit/）
を用いた資金メカニズム構築に関する研究開発、実証試験の一環として実施されました。 
 
【参考】 
〇ブルーカーボンの概要【別添資料１】 
〇ブルーカーボン・オフセット制度の試行について【別添資料２】 

 
1 2020 年 7 月 14 日に国土交通大臣の認可を受け設立された技術研究組合法に基づく認可法人である。国立研究開
発法人海上・港湾・航空技術研究所（東京都三鷹市 理事長 栗山善昭）と笹川平和財団(東京都港区 理事長 角南篤)が
組合員として参加する。 

https://www.blueeconomy.jp/credit/


                     
【別添資料１】 

 

 
 



                     

 

  



                     
 
【別添資料２】 

オフセットクレジット制度の概要（図１） 

 
今回のブルーカーボン・オフセット制度試行対象となった藻場づくり活動の概要（図 2） 



                     
ジャパンブルーエコノミー技術研究組合のホームページ 
https://www.blueeconomy.jp/  
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